
NPO法人から労働者協同組合への
組織変更について

埼玉県 雇用・人材戦略課



NPO法人からの組織変更には期限があります
法律の施行の際に現存する企業組合又はNPO法人は、施行後３年以内に

その組織を変更し、労働者協同組合になることができると定められております（法附則第４条）。

重要ポイント！！

組織変更の効力発生日の最終期限
※

※組織変更が効力を生ずる日。組織変更計画で定める。



NPO法人から組織変更する労働者協同組合に係る特例
（附則第４条、第１６条～第２７条）

・この法律の施行の際現に存する企業組合又はNPO法人は、施行後３年以内に、総会の議決によ
り、その組織を変更し、組合になることができる。（附則第４条関係）

・NPO法人は、組織変更をするには、組織変更計画を作成して、社員総会の議決により、その承認
を受けなければならない。（附則第１６条）

・NPO法人は、組織変更後に組合の行う事業が特定非営利活動に係る事業に該当することにつき、
行政庁の確認を受けることができる。（附則第２０条）



NPO法人から組織変更する労働者協同組合に係る特例
（附則第４条、第１６条～第２７条）

・具体的には、剰余金のうち組織変更時の財産額に係るものについては、特定非営利活動に係る事
業に該当する旨の行政庁の確認を受けた事業（附則第２０条）によって生じた損失の補填に充てる
場合のほか、使用してはならない。（附則第２１条）

・また、毎事業年度終了後、労働者協同組合は上記財産の使用状況を行政庁に報告しなければな
らない。（附則第２３条）

・解散した組合の残余財産のうち組織変更時財産の残額に相当するものは、定款で定めるところに
よりその帰属すべき者に帰属する。（附則第２４条）



NPO法人に係る組織変更・主な手続きの流れ
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NPO法人に係る組織変更・主な財産の流れ
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組織変更時財産について
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届出・申請等に関して
●県HP 労働者協同組合に係る手続き

https://www.pref.saitama.lg.jp/a0809/tetsuzuki.html

→主な届出・申請等に関する提出書類を掲載

●労働者協同組合法に係る手引き

tebiki8-1. https://www.pref.saitama.lg.jp/documents/224131/tebiki8-1.pdfpdf

設立・運営する際の各種手続きの参考にしてください

【お問い合わせ先】

埼玉県 産業労働部 雇用・人材戦略課 働き方改革推進担当 TEL：048-830-4518



今年度の国事業について

●「知りたい！労働者協同組合法」

https://www.roukyouhou.mhlw.go.jp/

詳細は厚生労働省ＨＰを
御参照ください。

「知りたい！労働者協同組合法
厚生労働省」で検索



参考資料



NPO法人に係る組織変更・主な手続きの流れ

①組織変更計画の作成・組織変更の議決に係る社員総会の招集

・「組織変更が効力を生ずる日（効力発生日）」等を定めた組織変更計画を作成する。

・社員総会の２週間前までに、「会議の目的である事項」「組織変更計画の要領」

「組織変更後の労働者協同組合の定款」を社員総会の招集案内と併せて通知する。

（別紙１）

（法附則第１６条、NPO法第１４条の４）



NPO法人に係る組織変更・主な手続きの流れ

②組織変更の議決社員総会の開催

・組織変更計画について社員総会の議決により承認する。

・議決は、定款に別段の定めがある場合を除き、総社員の４分の３以上の賛成を

条件とする。

・定款には、組織変更時財産額及び特定残余財産の処分に関する事項も定めな

ければならない。特定残余財産の帰属すべき者に関する規定を設ける場合には、

当該帰属先はNPO法人又はNPO法第１１条第３項の各号に掲げられる者のうち
から選定されるようにしなければならない。

（別紙１）

（法附則第５条第４項、附則第１６条、附則第１８条、NPO法第１１条第３項、第３１条の２）



NPO法人に係る組織変更・主な手続きの流れ

③組織変更の議決等の公告及び債権者異議手続

・社員総会の議決から２週間以内に組織変更の議決の内容及び貸借対照表を公告。

・組織変更をする旨及び公告の日より一定期間（１月以上の期間）債権者が異議を

述べられることも併せて官報で公告し、かつ、知れてる債権者に対し格別に催告

する（定款の定めに従い、官報のほか日刊新聞紙又は電子公告するときは、格別

の催告は不要。）

※官報公告については、公告を申し込んでから掲載まで１～２週間程度を要する。

・債権者が異議を述べたときは、弁済等を行う。

（別紙１）

（法附則第６条、附則第１９条、NPO法第２８条の２第１項、NPO法施行規則第３条の２第２項）



NPO法人に係る組織変更・主な手続きの流れ

④「組織変更後組合」の出資の第１回の払込み

・遅滞なく組合員に第１回の払込みをしてもらう。

⑤組織変更登記（解散登記＋設立登記）

・効力発生日から２週間以内に、法務局への組織変更の登記（NPO法人の解散登記、

組織変更後組合の設立登記）申請をする。その後一定期間を経て登記事項証明書

が発行されるので、当該証明書の他添付書類を添えて、組織変更を行政庁へ届け出る。

（別紙１）

（法附則第１７条）

（法第２７条、附則第１２条、附則第１５条第１項、附則第１９条、労働者協同組合法施行令第３条第１項、第４条）



NPO法人に係る組織変更・主な手続きの流れ

⑤組織変更登記（解散登記＋設立登記）

※効力発生日以降に理事会を開催して代表理事を選定。その他、組織変更計画書

において、定款に定める事項として代表理事の氏名（最初の代表理事に限る）を

記載しておき、当該組織変更計画書を承認する方法等もある。

※登記の際に必要な資料などについては、事前に最寄りの法務局へ相談すること

が望ましい。

（別紙１）



NPO法人に係る組織変更・主な手続きの流れ

⑥組織変更の届出

・NPO法人の所管庁（主たる事務所が所在する都道府県の知事（指定都市の区域内

のみに所在する場合には、当該指定都市の長）に対し、遅滞なく、組織変更の届出。

・労働者協同組合の行政庁（主たる事務所の所在地を管轄する都道府県知事）に対

しては、効力発生日から２週間以内に、組織変更の届出。

（別紙１）

（法第２７条、第１３２条、附則第１２条、附則第１９条、NPO法第９条）



NPO法人に係る組織変更・主な手続きの流れ

⑦組織変更時財産額の確定

・組織変更の登記をしてから３月以内に算定日（効力発生日の前日）における

額を行政庁に提出しなければならない。

・毎事業年度終了後、通常総会の終了の日から２週間以内に、組織変更時

財産額に係る使用の状況を行政庁に報告しなければならない。

（別紙１）

（法附則第１８条、附則第２３条、則附則第７条）



NPO法人から組織変更した際の財産に係る制限について

（１）組織変更時財産を使用するには、行政庁の確認が必要

（法附則第２０条第２１条）

・剰余金のうち組織変更時財産額（※）は原則、使用することができません。

（※NPO法人が効力発生日に解散するものとした場合において国への譲渡等を行うべきものとされる残余財産の額として算定した一定の額）

・ただし、特定非営利活動に係る事業に該当する旨の県の確認を受けた場合は、当該事業によって生

じた損失の補填に充てることができます。

・この確認は、組織変更に係るＮＰＯ法人の定款と組織変更後組合の定款を比べて行います。

（別紙２）



NPO法人から組織変更した際の財産に係る制限について

（２）確認後は、事業の区分経理が必要（法附則第２２条）
・確認に係る事業以外の事業に関する会計は、確認に係る事業に関する会計から区分し、

特別の会計として経理しなければなりません。

（３）毎事業年度終了後、組織変更時財産額の使用状況の報告が必要

（法附則第２３条）
・確認を受けた組織変更後組合は、毎事業年度終了後、県に対し組織変更時財産額に係る使用状況

を報告しなければなりません。（毎事業年度終了後、通常総会の終了から２週間以内）

（別紙２）



NPO法人から組織変更した際の財産に係る制限について

（４）解散後は、特定残余財産の帰属のための手続きが必要です

（法附則第２４条）
・解散した組織変更後組合の特定残余財産（※）は、合併及び破産手続開始の決定による解散の

場合を除き、県に対する清算結了の届出の時において、定款で定めるところにより、その帰属

すべき者に帰属します。

（※解散した組織変更後組合の残余財産のうち組織変更時財産額から行政庁の確認を受けた事業に係る損失填補額の合計額を控除して得た額）

（別紙２）


